
【事務事業シート】

1
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※令和６年度までの予算・決算額は流用額及び前年度からの繰越額を含みません。

令和７年度　　事後評価シート

当初,2

月補正
事　項 介護給付費負担金 予算主管課 長寿介護課

事　業

概　要
介護保険法に基づいて、市町が給付する介護給付費等の費用の一部を負担する。

始期 2000

100 ％ 目標値 100

終期

Ｋ  P  Ｉ

法定負担額に対する支出実積

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度 R  7  年  度 R  8  年  度

実績値 100 ％ 実績値 ％

％

実績値 100 ％ 実績値 100 ％ 実績値 100 ％

％ 目標値 100 ％ 目標値 100R  4  年  度 目標値

％

コ　ス　ト

最終現計

予算額
20793523 千円

最終現計

予算額
21296495 千円

最終現計

予算額

100 ％ 達成率 100 ％ 達成率
ストック

/フロー
フロー 達成率 100 ％ 達成率

21512313 千円
最終現計

予算額
千円

決算額 20417491 千円 決算額 20955915 千円千円 決算額 21138778 千円 決算額

繰越額 千円 繰越額 千円

不用額 373535 千円 不用額 千円

７

年

度

要因分析

要因

総括

見直し方向性 維持

７年度のKPIの実績は想定どおりの成果が出ており、８年度以降も現状を踏まえると、KPIは目標達成する

と考えられることから、８年度の執行方法や予算の見直しは想定していない。

当初,2

月補正
事　項 介護保険地域支援事業交付金 予算主管課 長寿介護課

事　業

概　要
市町が実施する介護予防に資する事業等に対し、交付金を交付する。

始期 2006

終期

Ｋ  P  Ｉ

法定負担額に対する支出実積

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度 R  7  年  度 R  8  年  度

R  4  年  度 目標値 100 % 目標値 100 % 目標値 100 % 目標値 100 %

実績値 100 % 実績値 100 % 実績値 %% 実績値 100

ストック

/フロー
フロー 達成率 100 ％ 達成率

% 実績値 100

％

コ　ス　ト

最終現計

予算額
1144328 千円

最終現計

予算額
1162589 千円

最終現計

予算額

100 ％ 達成率 100 ％ 達成率

1158952 千円
最終現計

予算額
千円

決算額 1122133 千円 決算額 1139287 千円

繰越額 千円 繰越額 千円

不用額 418

千円 決算額 1158534 千円 決算額

千円 不用額 千円

７

年

度

要因分析

要因

総括

見直し方向性 維持

７年度のKPIの実績は想定どおりの成果が出ており、８年度以降も現状を踏まえると、KPIは目標達成する

と考えられることから、８年度の執行方法や予算の見直しは想定していない。
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※令和６年度までの予算・決算額は流用額及び前年度からの繰越額を含みません。

当初 事　項 低所得者介護保険料軽減負担金 予算主管課 長寿介護課

事　業

概　要

介護保険法に基づき、市町が第1号被保険者（65歳以上）のうち低所得者の保険料を軽

減するために必要な費用の一部を負担する。

始期 2015

終期

Ｋ  P  Ｉ

法定負担額に対する支出実積

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度 R  7  年  度 R  8  年  度

R  4  年  度 目標値 100 ％ 目標値 100 ％ 目標値 100 ％ 目標値 100 ％

実績値 100 ％ 実績値 100 ％ 実績値 ％％ 実績値 100

ストック

/フロー
フロー 達成率 100 ％ 達成率

％ 実績値 100

％

コ　ス　ト

最終現計

予算額
683427 千円

最終現計

予算額
524971 千円

最終現計

予算額

100 ％ 達成率 100 ％ 達成率

521602 千円
最終現計

予算額
千円

決算額 660650 千円 決算額 503524 千円

繰越額 千円 繰越額 千円

不用額 40262

千円 決算額 481340 千円 決算額

千円 不用額 千円

７

年

度

要因分析

要因

総括

見直し方向性 維持

７年度のKPIの実績は想定どおりの成果が出ており、８年度以降も現状を踏まえると、KPIは目標達成する

と考えられることから、８年度の執行方法や見直しは想定していない。

当初 事　項 認知症施策推進事業費 予算主管課 長寿介護課

事　業

概　要

認知症地域支援体制の構築を図るほか、認知症の人や家族が気軽に相談できる体制整備

を図る。

始期 2007

終期

Ｋ  P  Ｉ

認知症サポーター数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度 R  7  年  度 R  8  年  度

R  4  年  度 目標値 189000 人 目標値 198000 人 目標値 207000 人 目標値 216000 人

実績値 179796 人 実績値 189775 人 実績値 人人 実績値 218538

ストック

/フロー
ストック 達成率 100.41 ％ 達成率

人 実績値 203939

％

コ　ス　ト

最終現計

予算額
11453 千円

最終現計

予算額
10934 千円

最終現計

予算額

103 ％ 達成率 105.6 ％ 達成率

12444 千円
最終現計

予算額
千円

決算額 9049 千円 決算額 8937 千円

繰越額 千円 繰越額 千円

不用額 3338

千円 決算額 9106 千円 決算額

千円 不用額 千円

７

年

度

要因分析

要因

総括

見直し方向性 維持

７年度のKPIの実績は、認知症サポーターの周知や市町のサポーター養成事業の支援を行った結果、目標値

を超える成果が出ている。８年度以降もKPIを達成するため事業を継続する。
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※令和６年度までの予算・決算額は流用額及び前年度からの繰越額を含みません。

当初 事　項 介護保険保険者機能強化支援事業費 予算主管課 長寿介護課

事　業

概　要

高齢者の自立支援・重度化防止及び介護給付の適正化の取組みを支援し、市町における

保険者機能の強化を図る。

始期 2018

終期

Ｋ  P  Ｉ

地域分析を行っている保険者（市町）数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度 R  7  年  度 R  8  年  度

R  4  年  度 目標値 20 市町 目標値 20 市町 目標値 20 市町 目標値 20 市町

実績値 市町 実績値 20 市町 実績値 市町市町 実績値 20

ストック

/フロー
ストック 達成率 100 ％ 達成率

市町 実績値 20

％

コ　ス　ト

最終現計

予算額
15242 千円

最終現計

予算額
15371 千円

最終現計

予算額

100 ％ 達成率 100 ％ 達成率

15549 千円
最終現計

予算額
千円

決算額 13046 千円 決算額 12575 千円

繰越額 千円 繰越額 千円

不用額 1968

千円 決算額 13581 千円 決算額

千円 不用額 千円

７

年

度

要因分析

要因

総括

見直し方向性 維持

県内全市町で地域分析を行ったが、介護保険制度の適正な運営のため、今後も継続して地域分析を行う必

要があることから、次年度以降も継続する。

当初 事　項 成年後見制度利用促進事業費 予算主管課 長寿介護課

事　業

概　要

認知症高齢者など日常生活に支障がある人を支える成年後見制度の利用促進を図るた

め、体制整備や市民後見人や法人後見実施団体といった担い手の養成、関係機関との連

携強化を行う。

始期 2005

終期

Ｋ  P  Ｉ

中核機関整備市町数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度 R  7  年  度 R  8  年  度

R  4  年  度 目標値 17 市町 目標値 20 市町

実績値 14 市町 実績値 17 市町 実績値 市町市町 実績値 20市町 実績値 20

20 市町 目標値 20 市町 目標値

最終現計

予算額
千円

決算額 3242 千円

ストック

/フロー
ストック 達成率 100 ％ 達成率

決算額

千円 不用額 千円

％

コ　ス　ト

最終現計

予算額
4768 千円

最終現計

予算額
9508 千円

最終現計

予算額

100 ％ 達成率 100 ％ 達成率

9422 千円

決算額 6891 千円

繰越額 千円 繰越額 千円

不用額 1358

千円 決算額 8064 千円

７

年

度

要因分析

要因

総括

見直し方向性 改善

中核機関には、市民後見人等の養成やバックアップ機能が必要で、機能強化の最重点に市民後見人等の養

成があげられるため、市町と協働で市民後見人養成研修を実施しており、令和８年度から市民後見人養成

研修修了者数の増を目指す。
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軒 実績値 軒軒 実績値 318

Ｋ  P  Ｉ

在宅訪問を実施している薬局数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度 R  7  年  度 R  8  年  度

R  4  年  度 目標値 300 軒 目標値 310 軒 目標値 320 軒 目標値 330 軒

ストック

/フロー
ストック 達成率 104 ％ 達成率

軒 実績値 309実績値 312実績値 軒

％

コ　ス　ト

最終現計

予算額
14024 千円

最終現計

予算額
14689 千円

最終現計

予算額

99.7 ％ 達成率 99.4 ％ 達成率

15656 千円
最終現計

予算額
千円

決算額 9766 千円 決算額 11667 千円

繰越額 千円 繰越額 千円

不用額 2343

千円 決算額 13313 千円 決算額

見直し方向性 維持

1人薬剤師の薬局においても在宅訪問できる体制を充実させるため、主・副薬局制度の活用や、在宅訪問に

取り組む薬剤師を支援するための研修参加の促進を図り、引き続き、薬局の在宅医療への積極的な参加を

推進する。

千円 不用額 千円

７

年

度

要因分析

要因
平成28年度の事業開始以降、在宅訪問実施薬局数は年々増加しており着実に成果を積み重ねている。一方で、在宅訪問実施

薬局の増加率は事業開始時と比較して、やや減少傾向にある。要因として、薬剤師不足により、特に1人薬剤師の薬局では、

在宅訪問の実施が困難な状況にあることが挙げられる。

総括

当初 事　項 薬剤師支援事業費 予算主管課 薬務衛生課

事　業

概　要

在宅医療に係る薬剤師の育成、薬剤師の確保等を図るため、県薬剤師会に対し、研修会

の開催や実態調査等の実施に要する経費を補助する。

始期 2014

終期


